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第４章 

 

国際開発における福祉的政策の展開 

――社会的・思想的背景および政策技術としての数量的方法の発展―― 

 

米村明夫 

 

 

要約 

今日の人間開発を重要視する国際開発政策は、しばしば新自由主義者的な色彩を帯び

ながら、途上国にも大きな影響を与えている。本稿は、そうした国際的な社会開発政

策の形成過程を、社会的背景、研究思潮、研究の政策技術的側面と絡み合わせながら、

歴史的、批判的に見ていく作業の中間報告であり、研究の大枠、先行研究、資料を述

べる。 

 

キーワード：国際開発の歴史、メキシコ、福祉・教育政策、政策技術、数量的方法、

教育生産関数、近代化論、ベーシック・ニーズ・アプローチ、ケーパビリティ・アプ

ローチ 

 

 

 

はじめに 

 

 今日、国際開発政策およびその社会分野において、人間開発、人的投資の重要性は

議論する必要もないほど当然のものとして受け入れられ、それは途上国の社会政策、

福祉政策に大きな影響を与えている。それはまた、多くの場合、新自由主義者的な色

彩を強く帯びている。そうした状況を批判的に見るためには、この国際的な社会開発

政策がどのように形成されてきたのかを、少し距離をおいて眺めることが必要である。

筆者はそうした観点から、国際開発において人間開発が主流化していく歴史的過程を、

社会的背景、研究思潮の動向、研究の政策技術的側面と絡み合わせて見ていく作業を
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進めようと考えている。本稿は、その作業の大枠と資料、先行研究をメモした中間報

告である。 

本稿の第1節、第2節、第3節では、国際的な福祉政策の登場過程を時期を追って見て

いくが、第4節では、1990年代以降の国際的な福祉政策の流れの典型としてメキシコの

ケースを扱う。対応して、社会政策に関わる技術としての数量的方法の発展が見られ

たが、そのポイントを第1節、第2節および第4節で扱うこととする。 

この考察のための枠組みを検討するにあたって参考になる基本的文献としては、ま

ずBrock et al (2001)がある。それは、国際的な貧困削減政策が形成、実施されていく過

程を、多様な主体間の相互作用として捉える枠組みを述べながら、国際的な貧困削減

に関わる思潮、政策について、基本的な筋道について具体的な記述を行なっている。

社会構築主義的なニュアンスをも持つ。Cooper & Packard (1997)は、アフリカ地域研究

者の関心から出発したものである。その中のSikkink (1997)は、ラテンアメリカの国連

経済委員会における輸入代替から輸出振興へのパラダイムシフトをいくつかの仮説に

照らし合わせて、その適合性を検討するという方法をとっている。 

また、Corbridge (2000)は、開発研究に関する基本的なリーディングスを集めたもの

であり、そのイントロダクションは、研究の概観を与える。 

 以下では、Brock et al (2001)の枠組みによりながら、社会的背景、研究思潮、政策技

術の絡み合いを念頭に、国際開発における福祉的政策の展開に関連する文献を、幅広

く見ていくこととする。 

 

 

I 開発問題の成立と社会発展観の対立：第２次世界大戦後から1960年代まで 

 

１ 国際機関の設置と開発問題の成立 

 

 Corbridge (2000:1)は、第2次世界大戦後の援助というものが、ヨーロッパへの共産

主義の脅威に対するトルーマンドクトリン（1947年）として現れている、という見方

を紹介している。ヨーロッパ諸国の戦後復興を目的とするアメリカの援助政策、世界

銀行の設置の背景には、ソ連への対抗（反社会主義）があった。第２次世界大戦後に

問題となったのは、国民国家という枠組みを前提、出発点としながら、国家がその発
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展をどのように政策的に進めるかということであり、そこでの一つの有力な参照点、

モデルは、計画経済によって急速に力をつけつつあるソビエト連邦であり、あるいは

そうした国家による社会全体のコントロールを通じて構成員全体の福祉が実現される

とする社会主義的な発想であった。ソ連は、その経済発展、第2次世界大戦への参戦を

通じた国際政治における地位の強化と民族自立の原則の鼓吹、等によってヨーロッパ

ばかりでなく、途上国に対する影響をも強めていた。1949年には、社会主義の中国、

中華人民共和国が成立した。1950年の朝鮮戦争は、冷戦体制を決定的なものとした。

1957年にはソ連による世界初の宇宙衛星の打ち上げがあり、ソ連の科学技術の発展は

アメリカに衝撃を与えた（スプートニクショック）。 

しかし、同時に戦後の国際的体制の主流（国連、unesco、ILO等）は、民主主義、平

和、福祉、、民族独立の希求を反映するものであった。また世界資本主義体制を構築し

たいわゆるブレトンウッズ体制をなすIMFと世銀もまた、ケインズ主義を基礎とするも

のであり、それはまた、国際的な平和、福祉を求める流れをも反映するものであった

といえよう。 

ただ、途上国一般の経済発展を視野に入れた援助政策、国際機関は、まだ存在しな

かった(城山 2007)。しかし1960年頃を前後して、開発問題が国際的なアジェンダとし

て提起され、それに対応する国際的な制度の形成、活動が活発化する。オリバー・フ

ランクスによって、南北問題が東西問題と並ぶ重要問題として指摘された(1238,西

川,1979)。1961年に米国大統領に就任したケネディは、国内において、対外援助法、平

和部隊法を成立させ、ラテンアメリカに「進歩のための同盟」政策を提起した。(佐藤 

2005; 後藤 1982)。同時に、ケネディは、国連において「国連開発の10年」を提案した。

1966年に国連開発計画が設置された。世銀は、それまで途上国の開発には関心がなか

ったが、1960年には、IDAを設立した(伊藤 1993)。 

1959年にはキューバ革命があり、1960年代にはアフリカで多数の独立国が生まれて

いる。ケネディの路線は、トルーマン・ドクトリンと同様の動機があったといえよう。

しかし、それは、社会主義に対抗するにあたって、改良主義的な認識、対応を示すも

のでもあった。以来、アメリカの援助政策は軍事、政治と経済援助の両側面を明白に

持つものとなり、そうした性格を維持し続けた。同時に国際的にみると、彼の提起は、

発展途上国の問題を一般化し、経済問題（開発問題）として国際的課題として認識さ

せるようにしたことが重要である。アジア独立国の側でも独立後の経済建設の必要性



村上薫編『新興諸国における社会政策と統治性』調査研究報告書 アジア経済研究所 2011年 

41 
 

は、冷厳な現実となってきたのである。 

ただ、実際のところ、この時期の国際援助は始まったばかりで、まだその規模は比

較的小規模のものであった。1960年の途上国へのODA総額は、40億ドルであったが、

それを基準とすれば、名目で、1970年に約2倍、1980年には約9倍となっている。また

1960年代までの援助は世銀と比べた場合、国連システムによる援助が多数派であった

(城山 2007:23)。 

 

２ 社会発展観の対立と計画の思想・技術の支配 

 

（１）史的唯物論への対抗としての近代化論 

1950年代に発展する様々な経済発展の研究等は、国際的な援助や融資という制度化

された実践を前提としたものではなかった。この意味では、開発研究は存在していな

かった。しかし、途上国を含む世界各国の進むべき方向を示すという点で、社会発展

のあり方を示す研究は、重要な思想的、政治的な含意を持つものであった。 

第2次世界大戦後の社会状況の中で、思想、理論レベルで、マルクス主義の史的唯物

論がその社会発展を説明する強力な一つの柱であった。それに対抗して、近代化論と

呼ばれる潮流が現れた。開発経済学の発展は近代化論の出現と関連している。それを

見たものとして、唐木(1973)がある。また、アメリカにおける1950年代に顕著に見られ

る社会科学における数量的な方法の発展も、これらの流れと関係している。今日の経

済学では当たり前のGDP、GNPといった指標が作成、使用されるようになったのもこ

うした流れの中からである(Lyons et al 2008)。 科学を自称するマルクス主義的社会科

学に対して、数量的アプローチはそのスタイルが明確に科学として対抗できるもので

あり、また、アメリカの実証主義的な知的風土に適合するものでもあった。ロストウ

(1961)やGerschenkron (1947)、Gerschenkron (1962)は、そうした数量的方法による、近

代化論的立場や反社会主義立場を示したものである。 

 その他、近代化論的とされるMcClelland (1961)、Inkeles & Smith (1974)、ウィーナー

編 (1968)、Apter(1965)、等を見ると、それらは直接に政策的な含意を求めているとい

うよりも、途上国を含めた世界各国の発展をどのように学問的（科学的）に捉えるか、

という問題意識が強く感じられる。これらの中でしばしば採用される数量的な方法も

学問性（科学性）の探求の現れといえる。時とともに、近代化論的な枠組みの下で、
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途上国の経済発展のための政策的な含意を探る方向性の研究が展開する。例えば、教

育の役割についは、Anderson & Bowman (1976)がある。戦後日本の急速な経済成長も後

進国にとっての資本主義発展のモデルとして注目され、近代化論の枠組みの中で研究

された(ホール 1968; パッシン 1969; ドーア 1978)。それらは、先進国資本主義を基本

モデルとしつつ、（ケインズ的な）国家関与のもとで途上国の発展を展望していた。 

 

（２）計画の思想・技術 

1960年代には、背景に統計学とコンピューターの発展を持ちながら、アメリカを中

心とする社会科学理論は、数量的な実証を合わせる形で大きく発展した。開発経済学

も固有の領域を持つものとなってきた。ただ、それらは、1960年代にケネディによっ

て新しく提起された途上国の経済開発というアジェンダの中身について、それを具体

的に導くもの、あるいはそれを実施する技術というものではなく、途上国への工業化

のための経済投資（援助）一般を合理化する性格を持つものであったといえよう(西

川,1979)。またしばしば指摘されるように、開発政策、開発理論（思想）が一国単位の

発想、トリクルダウン、経済成長主義（近代化論的発想）で特徴づけられるのは、以

上で述べてきた政治的社会的状況、その下での理論（思想）状況からいって自然なこ

とであった。 

教育の分野でも、人的資本論も理論と数量的な実証を組み合わせる形で1960年代に

はその基本形は完成した (シュルツ 1981;ベッカー 1976)。人的資本の理論は、特に教

育は消費ではなく投資であるという理論的正当化を政策担当者に普及したことが重要

である。また、ベッカーは、ミクロ理論的な基礎付けを行ない、人的資本論の信用を

高めた。経済学におけるミクロ的アプローチとその実証というスタイルの発展は、こ

こでも同様であった。ただし、その政策的実用性を体現していたはずの社会的収益率

計算は、国際的な政策形成においては無視された。それは、初等教育の高い収益を示

していた (米村 1980)。 

 むしろ、この時期政策づくりとの関係で重要性を持ったのは、計画の思想と技術で

ある。先に、途上国の国家による発展における重要な参照対象としてソ連があったと

述べたが、その国家の介入のあり方として計画が着目されていた。ソ連の1928年に始

まる工業化5カ年計画による急速な経済発展は、強い影響を与えた (Sen 1997:535)。計

画が必要である、効率的な発展のために有効であるということは、社会主義国、途上
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国だけでなく、多様な社会思潮において支配的なものであった。その影響の大きさは、

それに対する批判者の文献から知ることができる (Myrdal 1968; ポパー 1961)。 

 計画といっても資本主義国家におけるそれは、ソ連のそれと異なるものであること

はいうまでもない。ただし、強制の程度は大きく異なるとはいえ、国家による計画と

いう形での介入は、ケインズ的な発想とも親和的であった。経済分野の計画思想の効

率主義、技術主義的な性格は、現在の福祉と急速な資本蓄積の対立という、実はソ連

でも抱えていた矛盾を見えにくくするイデオロギー的性格を持つものでもあった。 

 教育の分野では、unescoにおいて、地域教育計画が1950年代末から60年代にかけて

作成されていく。計画といってもそれは、就学率に関わる目標値を掲げたものに過ぎ

ず、技術的な性格は低いものであった。しかし、1960年代になると、マンパワー計画

を支える研究が現れてきた (ハービソン & マイヤーズ 1964)。それは、一国の経済計

画とマンパワーの養成を結びつけるテクニークであった。 

 日本を含め、多くの国で、経済計画、マンパワー計画が作成された。 

 他方、ポパーは、大きな計画（集団主義的計画）に反対した (ポパー 1961)。彼の疑

念は、大きな計画は有効であるが (山口 1997)、しかし非人間的（反自由）であるとい

う主張と、大きな計画は非科学的であり、したがって無効であるという主張が入り交

じっている。彼自身は、工学的な方法、数量的な研究を推奨し、それに基づくピース

ミールな（漸進的）改革を提唱している。ピースミールな改良を行なう必要性と可能

性を認め（ピースミールテクノロジー）、それを適用するものとして（ピースミール・

ソーシャル・エンジニアリング）を主張したのである。彼は、社会科学研究の分野で

の数量的アプローチ、工学的アプローチの可能性を早い時期から見通し、あるいは予

感していた。 

 

 

II ベーシック・ニーズ・アプローチの登場と教育政策における数量的技法の発展：

1970年代頃 

 

１ 社会運動の活発化とベーシック・ニーズ・アプローチ 

 

アメリカでは1960年代から市民権運動が始まり、60年代末から70年代に、黒人運動、
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先住民の運動、学生運動、ウーマンリブの運動、それらと重なるベトナム反戦運動へ

と広がっていった。それらは、1968年の学生運動や先住民の運動のように国際的な広

がりを持った (小林,1983)。 小国ベトナムが大国アメリカからの解放戦争を闘い抜い

た。あるいは途上国グループが新経済秩序を掲げて主張を始めた (西川 1979)。ラテン

アメリカでは、軍事独裁政権が地域を覆うようになるが、これに対抗する解放の神学

やフレーレの解放の教育学も拡がった (ベリマン 1989)。 

こうした状況に理論のレベルで対応したものとして、まず従属理論が挙げられる。

それは、マルクス主義的な知的伝統によるものであり、運動を反映・支えるものであ

ると同時に、社会科学全般に大きな影響をもたらした (米村 1991)。 

開発理論の内部では、経済発展を狭い意味での経済成長としてとらえることへの批

判が現れた (Chenery 1974; Seers 1979; Finnemore 1997)。 

政策のレベルでは、国連の 1970 年の総会において「国連第 2 次開発の 10 年」が決

議され、そこでは開発における人々の生活におけるベーシック・ニーズの充足が重視

された (佐藤 2005:41)。ベーシック・ニーズ・アプローチは、ILO で発展させられた 

(Bangasser 2000; (Hopkins 1977)。そこでは、決定への参加も述べられている(Curtis et al 

1978)。 

世銀では、1968年から80年までマクナマラが世銀総裁となり、資金を急速に増大さ

せるとともに、ベーシック・ニーズ・アプローチを提唱した(Palmer 1978; (Moon,1991: 

4-5)。71年に、世銀開発目標「経済成長」「経済の効率性」に「成長に伴う再配分」「貧

困の緩和」を追加した (佐藤 2005:44)。 

 しかし、ベーシック・ニーズ・アプローチの現実への影響は極めて限定的であった。

世銀の融資の実際に関しては、World (1980); 米村編 (2001)がある。ベーシック・ニー

ズ・アプローチに関しては、その歴史的位置づけ、実際の実施状況、何故影響が拡が

らなかったのか、より研究される必要があるが、西川 (1979)の記述は参考になる。 

 

２ アメリカでの教育政策における数量的技法の発展と世銀での適用 

 

アメリカでは、1960年代半ばから始まったジョンソン大統領の「貧困との戦争」政

策の下で、教育機会の平等のための大規模な調査、そうした得られたマイクロデータ

を利用したコールマンレポート（教育生産関数に基づく統計的分析）の公刊、データ
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分析、政策実施があったが、議論等は70年代にも続いた。それは社会政策と社会科学

をつなげる一つの重要な事件であったと評価できる (米村1977; Hanushek 1989; Cohn 

1974)。 

アメリカで発展した調査と教育生産関数による分析の技法は、世銀でも利用される

こととなった (Psacharopoulos & Woodhall 1985)。Colclough (1980)は、研究レビューと

いう形で、初等教育の経済発展への貢献を、経済的な効果と非経済的な効果に分けて

まとめて論じている。教育生産関数による分析は、教育機会の質的な格差をなくすた

めの先生の質や給与水準などの教育インプットの果たす役割を明らかにすると同時に、

教育インプット間の予算効率的な変数を見出すための実用的な手段を与えていると考

えられた。 

 

 

III 開発における新自由主義の浸透とA.センのケーパビリティ・アプローチ：1980年

代以降 

 

１ 新自由主義の浸透および諸勢力とのコンセンサス 

 

1980年代のIMFや世銀においては、新自由主義が支配的なものとなった (Harvey 

2005; Stiglitz 2002)。世銀では、目標による管理（NPM）が導入された (城山 2007)。

直接のきっかけは、ラテンアメリカやアフリカで債務が過大となり、IMFによる救済が

必要となったことである。構造調整プログラムによって、途上国に対する社会、福祉

予算の切り捨てが強制された。ラテンアメリカの教育予算は減少した (Carnoy 2002)。

アフリカでは、授業料の有料化によって、就学率の減少が生じた。 

  これに対しILO、UNICEF、NGOに反対の声が広がった (Brock et al 2001)。 

そしてそれを世銀が受け入れる形で、国際的なコンセンサスが形成されていく

(Robinson 1995; Williamson ed. 1990; 潮木 1994; Daun 2002)。 

1990年は、Education For All（万人のための教育）国際会議の開催、人間開発報告の

発刊、世銀開発レポートにおける貧困特集、等、このコンセンサスが教育政策、貧困

政策として形をとったメルクマールというべき年である (米村 2003)。以降、世銀の文

書の中でも、参加、エンパワーメント、アカウンタビリティといった言葉がキーワー



村上薫編『新興諸国における社会政策と統治性』調査研究報告書 アジア経済研究所 2011年 

46 
 

ドとして用いられるようになる。 

しかし、こうしたコンセンサス状況について、NGOの役割に批判的なもの(Townsend 

et al 2002; Edwards & Hulme 1996)、あるいは特に、アカウンタビリティといった言葉を

めぐる世銀等の国際金融機関とNGOをめぐる錯綜的状況についての批判も存在する 

(Dagnino 2007; Eade 2007a; Cornwall 2007; Leal 2007; Pickard 2007; Chandhoke 2007; Eade 

2007b; Fox & Eade 2007)。  

アカウンタビリティについては、Ebrahim (2006)、Ebrahim (2003)がモダーンな視点

とポストモダーンな視点について議論している。 

ラテンアメリカでは、1980年代の軍事政権下の運動は社会主義から民主主義を課題

とするようになった (大串 1996)。他方、1990年代に世銀は、運動の参加、エンパワー

メントといった言葉を取り入れるようになっていった (Molyneux 2007; Molyneux 

2008)。こうした運動と世銀等との言葉の上での一致を批判的に論じたものとして、

Olvera (2006)、McNeish (2005)がある。 

1990年以降の世銀の対応、NGOの急増の意味については、ジグレール (2003)、 

Economist (1999); 北沢 (2005)が参考になる。 

 

２ A.Senのケーパビリティ・アプローチ 

 

新自由主義的な傾向を持った国際機関と NGO の運動のコンセンサス的状況を作り

出す上で、重要な意味を持ったものとして、A.Senのケーパビリティ・アプローチが挙

げられる。 

  Sen (1979)は、自らのアプローチをベーシック・ヒューマン・ケーパビリティ・ア

プローチと呼び、それを、ベーシック・ニーズ・アプローチを批判的に発展させたも

のとした（センのアプローチも「必要」という概念に注目している (新村 2006)。 

国連開発プログラムの人間開発のアプローチは、一般的には、基本的にセンの理論

にのっとったものとして受け止められている。実際、センの理論を実際に適用しよう

とすれば、人間開発指標の基礎となる寿命、教育、あるいは所得のように具体的なも

の、ベーシック・ニーズ・アプローチに近いものとならざるを得ない (野上 2007; 

Yonehara 2009)。 

センの議論は、ネオリベラリズムに対する代案ととらえるのが通常であるが(Pattnaik 
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2008; Venn 2011; Barnett 2010; Apsan Frediani 2007)、むしろ新自由主義と親和的なもの

ともいえ、それを新自由主義的とする批判もある ( Luccisano 2004)。 

センの主張は、今日の貧困問題への基本的に明快な回答（コンセンサス）であると

同時に、新自由主義と正面から対立するようなものではなく、むしろそれを含めて様々

な立場の人々の様々な解釈を許すものである。 

 

 

IV メキシコにおける教育、貧困削減政策：1990年代頃以降 

 

 ここで見るメキシコの２つのプログラムはメキシコの貧困層への教育、貧困削減政

策の中で中心的な位置を占めた。それは、世銀や米州開発銀行の融資を受けており、

先に見た国際的な流れを体現する典型例であるといえる。以下で、それらのプログラ

ムがどのように新自由主義的な特徴、あるいは前節で言及したような運動諸勢力の流

れの反映を持つのかという観点から、プログラムの内容と評価について、資料をみる

こととする。 

プログラムの第１は、補償教育プログラム(Programas compensatorios)で、第２は、

Progresa（後にOportunidadesとなる）プログラムである。しばしば、教育政策という観

点から、前者を教育供給側（学校、教育行政）へのアプローチ、後者を教育需要側（家

族）へのアプローチとセットにして論じられる。 

 

１ 補償教育プログラム(Programas compensatorios) 

 

 1991年に世銀の融資を得ながら、貧困地域に対する補償教育プログラムが始まった。

これは、貧困地域の教育の質を高めること（質の面からも教育機会を平等化する）こ

とを目的としてなされた政策である。初等レベルにおいても見られた留年や中途退学

は、その質の低さを示すものであった。1990年のEducation For Allの会議の直後であり、

また、世銀の融資を背景に大規模に2008年まで展開された。 

 このプログラムの内容は、当初、貧困地域の学校の施設、教材、先生の研修、遠隔

地の先生の手当等であった。先生の遠隔地手当は、インセンティブと呼ばれ、その欠

勤の状況によって減らされていく仕組みであった。インセンティブは、World Bank 
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(1991:65)で示唆されている。 

 また、このプログラムには、大規模な評価のための予算が組まれており、教育研究

所(Centro de Estudios Educativos)と教育研究デパートメント(Departamento de 

Investicationes Educativas)が調査に応募して、それぞれ量的評価と質的評価を行なうこ

ととなった。いずれも世銀のプロジェクトにおいてかつてない大規模な調査であり、

新自由主義的な事後評価を重視する論理を体現したものといって良いだろう 

(Ezpeleta & Weiss 2000; Muñoz Izquierdo et al 1995)。前者は、学校への訪問等を通じて、

遠隔地における先生たちの勤務状況を明らかにした。後者は、サンプルに擬似的実験

的デザインを採用し、その効果を検証した。ともに、その内容はプログラムが有効に

機能していないことを明らかにしたという意味で批判的といえる。 

1998年には、補償教育プログラムは、さらに大規模化する形で更新される。世銀の

研究 World Bank (1998)、Lopez-Acevedo 1999、Paqueo & Lopez-Acevedo (2003)は、その

効果を主張している。 

更新されたプログラムでは、World Bank (1991)ですでに示唆されていた、重要な変

更（サブプログラムの付加）が行なわれた。それは、学校経営への父母の参加サブプ

ログラムである。それは学校プロジェクトとも呼ばれ「参加」という観点も強調され、

プログラムの鍵ともされている (World Bank 1998)。世銀の教育プログラムにおいては、

学校プロジェクトが重視されるようになっていくが、それは、教員欠勤を避けるため

の父母による監視をも意味していた (米村 2008)。World Bank (1998)は、オーナーシッ

プを高めるために、父母による物や労働力の提供についても触れている。 

 以上は、新自由主義的、新公共経営論的な文脈で理解されるが、他方、父母参加、

住民による監視という考えは、メキシコにおける民主化を支持し、コーポラティズム

に反対する教育研究者達の主張という文脈からもとらえられる必要がある。後者を代

表するのは、Latapí Sarre (2008)である。彼は、この時期以降の教育政策に深く関与し

ているが、新自由主義というレッテル (Noriega Chávez 2000)について反論している。 

 2008年に、全国を対象とするまでに拡大した国際融資による補償教育プログラムは

終了した。その最後の数年に、評価プロジェクトが組まれ、その結果がウェブサイト

に載せられている (unknown 2006; Chaves Zaldumbide; Ramírez Raymundo 2006); Gertler 

et al 2006)。 

 このAGEに関しては、社会参加という観点から、以下のような研究がある。Penagos 
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García (2008)、Santizo Rodall (2006)、Canales Sánchez (2006)、Blanco Lerín et al (2006)。 

 

２ Pregresa (Oportunidades) 

 

 このプログラムは、Progresaとして1998年から始まり、2000年から、米州開発銀行の

融資をも得ながらOportunidadesと名称を変え、拡大、継続中である。それは、こども

を就学させることや衛生についての講習を受けること等を条件とした、貧困地域の貧

困家庭への大規模な補助金政策である。メキシコのフォックス政権(2000-2006年）は、

貧困政策の中での重点として「人間開発」を掲げ、Oportunidadesもその中心に位置づ

けられている (米村 2004)。 

 新自由主義的統治の技術として重要なのは、貧困地域、貧困家庭の特定（測定）の

問題である。補助金対象者の選定という問題は、こうした補助金をどのように構想す

るかという思想的問題（ターゲティング方式か普遍的方式か）に関わるが、広範に実

施しようとする時、貧困状況をどのように測定するかという技術的問題も重要である。

Progresaでは、人口センサスデータを基礎にマージナリティ度の指標を作り、貧困地域

の特定を行ない、さらにそこに居住する家族に対し社会経済的調査を実施し貧困家族

の特定を行なった (Progresa 2002)。 

 また、補償教育プログラムと同様に、評価プロジェクトがプログラムに含まれてお

り、大規模な実験デザインによる調査が行なわれ、そのデータによる様々な評価研究

がなされた。その内容の紹介及び批判としては、米村 (2007)がある。 

 Progresaの実施を社会人類学的に調査し、フーコーの統治性概念によって批判したも

のとして、Luccisano (2004)、Vizcarra Bordi (2002)がある。統治性概念によるものでは

ないが、Haenn (2004)は、Progresaの前の時期に農村で実施されたいくつかのプログラ

ムに対する農民の対応を扱っている。 

Progresa(Oportunidades)の開始、持続と1994年のチアパス州でのサパティスタの武装

蜂起との関連は、Gledhill (2004)、Gutiérrez Narváez (2005)が参考になる。また、フォッ

クス政権(2000-2006年）の下での社会政策を批判的に論じたものとしてSoria (2007)があ

る。 

メキシコにおいては、1990年代より、人口センサスデータ、家計調査データ等が研

究者もマイクロ（個標）データのまま入手可能となった。こうした状況の下で、例え



村上薫編『新興諸国における社会政策と統治性』調査研究報告書 アジア経済研究所 2011年 

50 
 

ば、Julio Voltvinikが、早くから貧困問題の統計的、批判的な分析を続けてきた (Voltvinik 

2009)。 

2000年代に入ると、評価のための体制が制度化されてきている。2004年の社会開発

法(Ley General de Desarrollo Social)に基づき、同年に国立社会開発政策評価審議会

(Consejo Nacional de Evaluación de la Política de Desarrollo Social)が、貧困測定等の専門

機関として創設された。教育評価に関しては、2002年に国立教育評価研究所が設立さ

れ (米村 2005)、定期的に全国的な生徒の学力試験やその分析がなされるようになって

いる。この時期には、ラテンアメリカ全体でこうした機関が設立されている (三輪 

2007)。 

 

 

おわりに 

 

 本稿の作業は、国際的な福祉政策に関わる諸事項を時間的経過によって羅列したも

のとなった。しかし筆者としては、以上の歴史的視野からの資料の検討を通じて、今

日の国際的な福祉政策の成立のダイナミックな過程に関して、一定の見通しを持つこ

とができた。それを記述することが次の課題である。 
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